
 第３－（３）－10図 非正社員から正社員への転換措置の実施状況と転換要件
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○　非正社員から正社員への転換制度や慣行がある企業は64.2％となっている。
○　転換要件としては、上司の推薦、一定以上の人事評価、本人の希望等があげられる中で、「一定年数以上の勤
続期間」も重要視される。

資料出所　（独）労働政策研究・研修機構「今後の企業経営と雇用のあり方に関する調査」（2012年）をもとに厚生労働省
労働政策担当参事官室にて作成

（注）　１）同調査における「非正社員」とは、「定年再雇用・嘱託」「フルタイム有期社員」「パートタイム社員」「ア
ルバイト・臨時」「派遣労働者」「その他」から成る。

２）「非正社員から正社員への転換措置」として何らかの制度・慣行があると回答した企業のうち、「非正社員
から正社員への転換要件」を持つ企業割合は95.6％となっている。

非正社員から正社員へ直接、転換させる制度あり
その他の就業形態経由で転換制度あり
非正社員から正社員へ直接、転換させる慣行がある
その他の就業形態経由で転換慣行あり
制度も慣行もなし
無回答

 第３－（３）－11図 年齢階級別・就業年数別の非正規雇用から正規雇用への移行率
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資料出所　総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」の調査票情報を厚生労働省労働政策担当参事官室にて独自集計
（注）　１）「正規移行率」は過去5年以内に離職した非正規雇用労働者の中で、現在有業者のうち、正規雇用の職に

就いている者の割合を示す。　　
２）「就業期間」は前職の非正規雇用の就業期間を指している。

○　年齢階級別にみると、前職非正規雇用だった者が過去5年以内に離職し、正規雇用へと移行する割合は25歳
から34歳が最も高い。
○　就業期間別にみると、就業期間が1年以上5年未満で正規雇用へと移行する割合が最も高いが、就業期間5年
以上から10年未満の者も20％を超えるが、それ以上の期間では割合が低下していく。
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